
1

2012年度（平成24年度）
温室効果ガス排出量（確定値）について

環 境 省
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１．概況と増減要因



○ 2012年度の我が国の総排出量（確定値）は、13億4,300万トン（基準年比＋6.5％、前年度比＋2.8％）

○ 総排出量に森林等吸収源※１及び京都メカニズムクレジット※２ を加味すると、５カ年平均で基準年比 -
8.4％※３ となり、京都議定書の目標（基準年比 -６％）を達成
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排出量
（億トンCO2換算）
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12

12億6,100万トン

13億4,300万トン
(基準年比 +6.5%)
＜前年比 +2.8％＞

基準年 2005 2008      2009     2010     2011      2012
（原則1990）

※１ 森林等吸収源： 目標達成に向けて算入可能な森林等吸収源（森林吸収源対策及び都市緑化等）による吸収量。森林吸収源対策による吸収量については、５カ年の森林吸収
量が我が国に設定されている算入上限値（５カ年で2億3,830万トン）を上回ったため、算入上限値の年平均値。

※２ 京都メカニズムクレジット： 政府取得 平成25年度末時点での京都メカニズムクレジット取得事業によるクレジットの総契約量（9,749.3万トン）
民間取得 電気事業連合会のクレジット量（「電気事業における環境行動計画（2013年度版）」より）

※３ 最終的な排出量・吸収量は、2014年度に実施される国連気候変動枠組条約及び京都議定書下での審査の結果を踏まえ確定する。
また、京都メカニズムクレジットも、第一約束期間の調整期間終了後に確定する（2015年後半以降の見通し）。

12億5,600万トン
（基準年比 -0.4％）

13億700万トン
（基準年比 +3.6％）

①－② －③
５カ年平均

基準年比-8.4％

2008～2012
５カ年平均

５カ年平均
12億7,800万トン
（基準年比+1.4％）

12億8,100万トン
（基準年比 +1.6％）

京都議定書第一約束期間
目標：基準年比－６% 
（11億8,600万トン）

12億600万トン
（基準年比 -4.4％）

13億5,000万トン

③京都メカニズム
クレジット※２

（基準年比 5.9％）①実際の総排出量

②森林等吸収源※１
（基準年比 3.9％）

我が国の温室効果ガス排出量と京都議定書の達成状況
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±0％

44

我が国の温室効果ガス排出量の推移

○ 2012年度の総排出量は13億4,300万t-CO2。基準年比6.5%増。前年度比2.8%増。

<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録

(基準年比)[前年度比]【前年度からの増減量】

＋5％

＋10％

総排出量13億4,300万トン（CO2換算）
(+6.5%)[+2.8%]【+3,660万トン】



産業部門: 4億1,800万トン

(▲13.4%) ［+0.1%］

業務その他部門: 2億7,200万トン

(+65.8%) ［+8.9%］

運輸部門: 2億2,600万トン

(+4.1%) ［▲1.4%］

家庭部門: 2億0,300万トン

(+59.7%) ［+7.8%］

エネルギー転換部門: 8,800万トン

(+29.4%) ［+0.2%］
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工業プロセス: 4,100万トン

(▲30.7%) ［+0.8%］

廃棄物: 2,700万トン

(+20.1%) ［+0.9%］

55

部門別CO2排出量の推移（電熱配分後）
○産業部門は2011年度は減少であったが、2012年度は前年度比0.1％とわずかながら増加に転じている。

○運輸部門は2002年度以降の減少傾向から、2010年度には一旦増加に転じたが、2011年度以降は再び減少に転じ、

2012年度は前年度比1.4％減となっている。

○業務その他部門 、家庭部門、エネルギー転換部門、工業プロセスは、2010年度、2011年度に引き続き増加となり、2012
年度は、業務その他部門は前年度比8.9％、家庭部門は前年度比7.8％、エネルギー転換部門は前年度比0.2％、工業

プロセスは前年度比0.8％の増加となっている。

<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録 (1990年度比)[前年度比]

総排出量12億7,600万トン（CO2換算）
(+11.8%)[+2.8%]



66

総排出量の前年度からの増減について（エネルギー起源CO2）

○2012年度の総排出量は13億4,300万tCO2で、2010年度から3年連続での増加であり、3,660万tCO2増加（2.8%増加）した。

総排出量の大部分を占めるエネルギー起源CO2は12億800万tCO2で、前年度から3,440万tCO2の増加（2.9%増加）と

なった。

○エネルギー起源CO2（電熱配分後）で最も増加量が大きいのは業務その他部門で、前年度から2,240万tCO2増加（8.9%
増加）している。これは、2011年度に続き、火力発電割合の増加による電力排出係数の悪化等のため、電力消費に伴う

排出量が増加したことによる。次いで増加量が大きいのは家庭部門で、前年度から1,470万tCO2増加（7.8%増加）してお

り、業務その他部門同様、電力排出係数の悪化により電力消費に伴う排出量が増加したことによる。

使用端CO2排出原単位の推移（一般電気事業用）

出典：「電気事業における環境行動計画」（電気事業連合会、2013年9月）、産業
構造審議会環境部会地球環境小委員会資源・エネルギーワーキンググループ（2012
年度）資料4-1「電気事業における地球温暖化対策の取組」（電気事業連合会）。

電源種別の発電電力量と二酸化炭素排出量
（一般電気事業者１０社計、他社受電を含む）

出典：【電源種別発電電力量】1990年度～2008年度：電源開発の概要（資源エネルギー庁）、2009年度～2012年度：
「電気事業における環境行動計画」における「電源種別の発電電力量構成比」（電気事業連合会、2013年9月）から算出。
【二酸化炭素排出量】1990年度～2011年度：産業構造審議会環境部会地球環境小委員会資源・エネルギーワーキンググ
ループ（2012年度）資料4-1「電気事業における地球温暖化対策の取組」（電気事業連合会）、
2012年度：「電気事業における環境行動計画」（電気事業連合会、2013年9月）。
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総排出量の前年度からの増減について（エネルギー起源CO2以外）

<出典>温室効果ガス排出・吸収目録

○エネルギー起源CO2以外ではHFCsの排出量増加が大きく、前年から250万tCO2換算の増加（12.1%増加）と
なっている。増加の主な原因は、HCFCからHFCへの代替に伴い、エアコン等の冷媒からの排出量が前年
から260万tCO2換算増加（13.3%増加）したことである。

HFCs全体 2,290万トン（CO2換算）
(+82.0%)[+12.1%]

※エアゾール・MDI及びエアコン等の冷媒は1992年比
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HCFC-22製造時HFC-23    1万トン

(▲99.9%) ［+9.1%］

エアコン等の冷媒

2,200万トン

(+573029.1%) ［+13.3%］

エアゾール・MDI    50万トン

(+680.1%) ［▲12.2%］

半導体製造等 10万トン

(+17664.5%) ［▲14.8%］
発泡 30万トン

(+24017.6%) ［▲0.1%］

HFC製造 10万トン

(+5940.3%) ［▲21.3%］

(1990年比) [前年比]

HFCs排出量の推移
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（百万トンCO2換算）

米国

2020年目標（カンクン合意）

2005年比 －17%

←

実績

→

目標

（出典）
気候変動枠組条約事務局ホームページより

GHG排出データ（2014年4月提出） ： http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標（カンクン合意） ： http://unfccc.int/meetings/copenhagen_dec_2009/items/5264.php

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。 8
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5,251

5,359
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（百万トンCO2換算）

←

実績

→

目標

EU
2020年目標（カンクン合意）

1990年比 －20%
（先進国が同等の排出削減に合意し、途上国がその

責任や能力に応じて適切な貢献を行う場合は－30%）

京都議定書第2約束期間にお

ける定量的削減約束（QELRC）

（2013～2020年平均）

1990年比 -20%

（出典）
気候変動枠組条約事務局ホームページより

GHG排出データ（2014年4月提出） ：http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php 
2020年の排出削減目標（カンクン合意） ： http://unfccc.int/meetings/copenhagen_dec_2009/items/5264.php
京都議定書第2約束期間における定量的削減約束： http://unfccc.int/resource/docs/2012/cmp8/eng/13a01.pdf

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。

※QELRC (Quantified Emission Limitation and 
Reduction Commitment)

9
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英国: 2020年目標

1990年比 －34%
（カンクン合意における

←

実績

→

目標

（出典）
GHG排出データ（2014年4月提出） ：http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標 ：http://centralcontent.fco.gov.uk/central-content/campaigns/act-on-copenhagen/resources/en/pdf/DECC-Low-Carbon-Transition-Plan

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。
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（百万トンCO2換算）

←

実績

→

目標

ドイツ: 2020年目標

1990年比 －40%
（カンクン合意における

目標ではない）

（出典）
GHG排出データ（2014年4月提出） ： http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標 ： http://www.algore2008.de/roadmap_energiepolitik_bund_2020.pdf

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。
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フランス: 2020年目標

1990年比 －22.8%
（カンクン合意における

目標ではない）

（出典）
GHG排出データ（2014年4月提出） ： http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標 ： http://www.developpement-durable.gouv.fr/IMG/pdf/09003_PLAN_CLIMAT.pdf

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。
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イタリア: 2020年目標

1990年比 －25%
（カンクン合意における

目標ではない）

（出典）
気候変動枠組条約事務局ホームページより

GHG排出データ（2014年4月提出） ： http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標 ：http://94.86.40.85/export/sites/default/archivio/comunicati/CIPE_delibera_CIPE_rev9aprile.pdf

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。 13
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←
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→

目標

ロシア

2020年目標（カンクン合意）

1990年比 －15% ~ 25%
（削減幅は次の条件に依存。(a) ロシアの森

林セクターのポテンシャルの適切なアカウン

ティング、(b)全ての主要排出国が法的拘束

力のある義務を負う）

（出典）
気候変動枠組条約事務局ホームページより

GHG排出データ（2014年4月提出） ： http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標 ：http://unfccc.int/meetings/copenhagen_dec_2009/items/5264.php

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。 14
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2005年比 －17%

（出典）
気候変動枠組条約事務局ホームページより

GHG排出データ（2014年4月提出） ： http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標 ：http://unfccc.int/meetings/copenhagen_dec_2009/items/5264.php

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。 15
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→
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京都議定書第2約束期間におけ

る定量的削減約束（QELRC）

（2013～2020年平均）

基準年（1990年）比 -0.5%
※基準年排出量には、森林減少から

の排出量が含まれる。

※森林減少からの排

出を含む基準年排出

※森林減少・再植林からの

排出を含む2000年排出量

オーストラリア

2020年目標（カンクン合意）

2000年比 －5%
（主要途上国が排出抑制に合意し、先進国が豪

と同等の削減約束を負う場合は－15%、地球規

模の野心的な目標（CO2大気濃度450ppm以下）

に合意する場合は－25%）

（出典）
気候変動枠組条約事務局ホームページより

GHG排出データ（2014年4月提出） ： http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標 ： http://unfccc.int/meetings/copenhagen_dec_2009/items/5264.php, 
京都議定書第2約束期間における定量的削減約束： http://unfccc.int/resource/docs/2012/cmp8/eng/13a01.pdf

2000年における森林減少・再植林由来排出量： http://climatechange.gov.au/sites/climatechange/files/files/climate-change/projections/aep-summary.pdf
※折線グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。

※QELRC (Quantified Emission Limitation 
and Reduction Commitment)
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1990年比 －10 ~ 20%
（包括的な地球規模の合意が前提）

（出典）
気候変動枠組条約事務局ホームページより

GHG排出データ（2014年4月提出） ： http://unfccc.int/national_reports/annex_i_ghg_inventories/national_inventories_submissions/items/8108.php
2020年の排出削減目標 ：http://unfccc.int/meetings/copenhagen_dec_2009/items/5264.php

※グラフ中の排出量には、市場メカニズムによる海外削減分及び吸収源は含まない。
※算定方法等の改善により、過去の実績値について再計算される可能性がある。 17
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２．１ CO2排出量全体



産業部門: 4億1,800万トン

(▲13.4%) ［+0.1%］

業務その他部門: 2億7,200万トン

(+65.8%) ［+8.9%］

運輸部門: 2億2,600万トン

(+4.1%) ［▲1.4%］

家庭部門: 2億0,300万トン

(+59.7%) ［+7.8%］

エネルギー転換部門: 8,800万トン

(+29.4%) ［+0.2%］
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工業プロセス: 4,100万トン

(▲30.7%) ［+0.8%］

廃棄物: 2,700万トン

(+20.1%) ［+0.9%］

1919

○産業部門は2011年度は減少であったが、2012年度は前年度比0.1％とわずかながら増加に転じている。

○運輸部門は2002年度以降の減少傾向から、2010年度には一旦増加に転じたが、2011年度以降は再び減少に転じ、

2012年度は前年度比1.4％減となっている。

○業務その他部門 、家庭部門、エネルギー転換部門、工業プロセスは、2010年度、2011年度に引き続き増加となり、2012
年度は、業務その他部門は前年度比8.9％、家庭部門は前年度比7.8％、エネルギー転換部門は前年度比0.2％、工業

プロセスは前年度比0.8％の増加となっている。

<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録 (1990年度比)[前年度比]

部門別CO2排出量の推移（電熱配分後 再掲）

CO2排出量 12億7,600万トン（CO2換算）
(+11.8%)[+2.8%]



2020

部門別CO2排出量の推移（電熱配分前）

全体の排出量増加に最も大きく寄与している。また、

○エネルギー転換部門の発電及び熱発生に伴うCO2排出量を各最終消費部門に配分する前の排出量（電熱配分前排

出量）は、エネルギー転換部門の排出量が最も大きくなる。

○前年度比では、エネルギー転換部門が9.4％の増加になっており 、 全体の排出量増加に最も大きく寄与している。また、

工業プロセス部門、廃棄物部門がそれぞれ0.8％、0.9％増加している。一方、産業部門、運輸部門、業務その他部門、

家庭部門については前年度比減となっている。

<出典>温室効果ガス排出・吸収目録
(1990年度比)[前年度比]

産業部門: 3億3,700万トン

(▲13.6%) ［▲0.3%］

運輸部門: 2億1,700万トン

(+3.0%) ［▲1.9%］

業務その他部門: 9,100万トン

(+9.4%) ［▲2.8%］

家庭部門: 5,800万トン

(+2.9%) ［▲1.0%］

エネルギー転換部門: 5億0,400万トン

(+58.5%) ［+9.4%］
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工業プロセス: 4,100万トン

(▲30.7%) ［+0.8%］

廃棄物: 2,700万トン

(+20.1%) ［+0.9%］

CO2排出量 12億7,600万トン（CO2換算）
(+11.8%)[+2.8%]
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GDPあたり総CO2排出量

2.46トンCO2/百万円

(▲7.1%) ［+2.1%］

2121

GDPあたり総CO2排出量の推移

○2012年度のGDPあたり総CO2排出量は、2010年度、2011年度に引き続き増加し2.46トンCO2/百万円となっている。

前年度比で2.1％増、1990年度比で7.1%減となった。

(1990年度比)[前年度比]
<出典>温室効果ガス排出・吸収目録、EDMC/エネルギー・経済統計要覧（2014年版）
（（財）日本エネルギー経済研究所）、国民経済計算確報（内閣府）をもとに作成

※エネルギー起源CO2と非エネルギー起源CO2を合わせた総CO2排出量をGDPで割って算出。



2222

一人あたり総CO2排出量の推移

○一人あたり総CO2排出量は1990年度以降増加基調にあったが、2008年度・2009年度に大きく減少した。2010年度以降

は3年度連続で増加しており、2012年度は前年度に比べ3.0％増の10.0トンCO2/人となった。1990年度と比べると8.4％

の増加となっている。

(1990年度比)[前年度比]

<出典>温室効果ガス排出・吸収目録、各種人口データをもとに作成（1990, 
1995, 2000, 2005年度：国勢調査（10/1時点人口）（総務省）、上記以外：総務
省ホームページ（10/1時点人口））

※エネルギー起源CO2と非エネルギー起源CO2を合
わせた総CO2排出量を人口で割って算出。
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二酸化炭素排出量の内訳 （電気・熱配分後）

7%

33%

18%

16%

3%

うち
電力由来

6%

うち
電力由来

11%

5%
産業

（製造業，建設業，鉱業，
農林水産業でのエネル

ギー消費）

33%

エネルギー転換
（発電所，ガス工場，製
油所等での自家消費

分）16% 7%

工業プロセス
（セメント製造時等
の化学反応による

CO2発生）

3%

一般廃棄物 産業廃棄物等
工業プロセス

廃棄物

エネルギー転換

産業

運輸

家庭

家計関連
22%

○CO2排出量のうち、工業プロセス、廃棄物を除く
95%がエネルギーの消費に伴うものである。

○自家用車、一般廃棄物を含め、家庭からの排出
は全CO2排出量のうち約2割であり、残る8割は
企業や公共部門からの排出である。

○「電力由来」とは、自家発電等を含まない、電力
会社などから購入する電力や熱に由来する排出
を指す。

家庭
（家庭での冷暖房・給湯，家

電の使用等）

業務その他
（商業・サービス・事

業所等）

運輸
（貨物車，企業の自家用

車，船舶等）
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企業・公共部門関連
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電力由来
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業務
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1%
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21%

運輸
（家庭の自家用車）

家計関連と企業・公共部門関連に分けたもの

合計
12億7,600万t
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エネルギー起源CO2排出量の排出源の分析（2010年度）

（出典）
①「日本国温室効果ガスインベントリ」（国立環境研究所）、
②「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」（環境省、経済産業省）

（産業、業務その他、エネ転：日本標準産業分類からインベントリの区分に集計）
③「家庭用エネルギー統計年報」（株式会社住環境計画研究所） を元に作成。
※旅客・自動車のCO2排出規模別割合は家計利用分（マイカー）を含まない事業所だけの割合

（注）「日本国温室効果ガスインベントリ」、「温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度」、「家庭用エネルギー統計年報」
を組み合わせて作成したものであり、実際の排出量の内訳を示すものではない。

1段目：
家庭以外）事業所のCO2排出規
模別割合【出典②】、
家庭）地域別CO2排出割合
【出典③】

2段目：
産業、業務その他、エネ転）業種
別CO2排出割合【出典②】、
運輸）排出源別CO2排出割合
【出典①】、
家庭）用途別CO2排出割合
【出典③】

3段目：
部門別CO2排出量【出典①】

4段目：
エネルギー起源CO2総排量
【出典①】
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各国のGHG排出量の推移（1990年=100として）

○主要先進国で1990年からのGHG排出量の増加が最も大きいのはスペインで、カナダが続く。一方、1990年からの減少

が最も大きいのはロシアで、イギリス、ドイツが続く。日本は9カ国中3番目の増加率である。

<出典> Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)
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２．２ エネルギー起源CO2排出量全体
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我が国のエネルギー起源CO2排出量の長期的な推移

○エネルギー起源CO2排出量は、1965年から2012年までに209.0%増加している。

<出典> EDMC/エネルギー・経済統計要覧（2014年版）（日本エネルギー経済研究所）

〈1965年～1973年〉

高度経済成長によるエネル
ギー消費量の増大
【経済活動要因】

〈1974年～1975年〉
第1次オイルショック後の
省エネの進展
【経済活動要因】【エネル
ギー消費原単位要因】

〈1980年～1982年〉
第2次オイルショック後の
省エネの進展
【経済活動要因】【エネル
ギー消費原単位要因】

〈1988年～1990年〉

バブル景気によるエネルギー
消費量の増大
【経済活動要因】

〈2008年～2009年〉

世界的な経済危機の
影響に伴う景気後退
によるエネルギー消費
量の減少
【経済活動要因】

〈1994年〉

バブル崩壊からの生産活
動の回復、猛暑・渇水に
よる電力消費量増加と水
力発電量低下
【経済活動要因】【電力排
出係数要因】

〈2007年〉

中越沖地震による柏崎
刈羽原発の運転停止
【電力排出係数要因】

〈2010年〉

世界的な経済危
機からの回復によ
るエネルギー消費
量の増大
【経済活動要因】

〈1998年〉

アジア・国内の金融危
機に伴う景気後退によ
るエネルギー消費量の
減少
【経済活動要因】

〈1999年～2000年〉

景気回復によるエネル
ギー消費量の増大
【経済活動要因】

〈2002年〉

原発の不正隠し問題に
起因する原発設備利用
率の低下
【電力排出係数要因】

〈2011～2012年〉

震災後の原発停止に
よる火力発電量の増
加
【電力排出係数要因】

0
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エネルギー起源CO2排出量の推移

○2012年度のエネルギー起源CO2排出量は12億800万tCO2で、1990年度比14.0％増、前年度比2.9%増となって

いる。

<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録 (1990年度比)[前年度比]
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燃料種別CO2排出量の推移

○燃料種別のCO2排出量の前年度からの増減をみると、2012年度は原油、石炭、天然ガス、石油製品、石炭製品が前年度

から増加しており、都市ガスが前年度から減少している。最も増加率が大きいのは原油で、石炭、天然ガスが続いている。

○1990年度と比較すると、石炭、天然ガス、都市ガスは排出量が大きく増加しているが、一方で石油製品、石炭製品、原

油からの排出量は大きく減少している。

<出典>温室効果ガス排出・吸収目録
(1990年度比)[前年度比]
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石油製品: 4億8,400万トン

(▲16.3%) ［+0.7%］

石炭: 2億7,500万トン

(+133.6%) ［+6.4%］

都市ガス: 8,900万トン

(+151.8%) ［▲0.4%］

天然ガス: 1億6,800万トン

(+113.6%) ［+5.6%］

原油: 3,600万トン

(▲39.4%) ［+16.2%］

石炭製品: 1億5,600万トン

(▲17.9%) ［+0.7%］

エネルギー起源CO2排出量 12億800万トン
(+14.0%) [+2.9%]
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3030

GDP、 エネルギー起源CO2、 エネルギー起源CO2/GDPの推移（1990年度＝100）

○GDP、エネルギー起源CO2排出量、GDP当たりエネルギー起源CO2排出量の全てで、2008年度・2009年度は連続して

大きく減少していたが2010年度以降は3年連続で増加している。2012年度については、前年度に比べてGDPは0.7％

増加し、エネルギー起源CO2排出量は2.9%の増加となった。その結果、GDP当たりエネルギー起源CO2排出量は前年

度比2.2%の増加となっている。

(1990年度比)[前年度比]
<出典>温室効果ガス排出・吸収目録、EDMC/エネルギー・経済統計要覧（2014年版）
（（財）日本エネルギー経済研究所）、国民経済計算（総務省）をもとに作成
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各国のGDP※の推移（1990年=100として）

○主要先進国の1990年と2012年のGDPを比較すると、全ての国でGDPは増加しているが、最も増加が大きいのはアメリカ

で、カナダが続く。日本はロシア、イタリアに次いで小さい増加率である。

<出典> World Data Bank (The World Bank)

※GDPは2005年USドルで換算した実質GDPを使用。
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フランス 0.15kgCO2/ドル

日本 0.26kgCO2/ドル

イギリス 0.20kgCO2/ドル

イタリア 0.21kgCO2/ドル

スペイン 0.22kgCO2/ドル

カナダ 0.39kgCO2/ドル

ロシア 1.49kgCO2/ドル

アメリカ 0.37kgCO2/ドル

ドイツ 0.25kgCO2/ドル

3232<出典> World Data Bank (The World Bank) 、Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)を基に作成

※GDPは2005年USドルで換算した実質GDPを使用。 ※ロシアのみ右軸

各国のGDP※当たりCO2排出量（エネルギー起源）の推移

○主要先進国で2012年のGDP当たりCO2排出量（エネルギー起源）が最も大きいのはロシアで1.49kgCO2/2005USドルと

なっている。一方、最も小さいのはフランスで0.15kgCO2/2005USドルである。日本は0.26kgCO2/2005USドルで、9カ国中

4番目に大きい。
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3333<出典> World Data Bank (The World Bank) 、Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)を基に作成

※GDPは2005年USドルで換算した実質GDPを使用。

各国のGDP※当たりCO2排出量（エネルギー起源）の推移（1990年=100として）

○主要先進国のGDP当たりCO2排出量（エネルギー起源）について、1990年と2012年を比較すると全ての国で減少してい

るが、減少が最も大きいのはイギリスで、ドイツが続く。日本は最も減少率が小さい。
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日本の一人あたりCO2排出量（エネルギー起源）の推移

○日本の一人あたりCO2排出量（エネルギー起源）は1990年度以降増加基調にあったが、2008年度・2009年度に大きく減

少した。2010年度以降は3年度連続で増加しており、2012年度は前年度に比べ3.2％増の9.47トンCO2/人となった。

1990年度と比べると10.5％の増加となっている。

(1990年度比)[前年度比]

<出典>温室効果ガス排出・吸収目録、各種人口データをもとに作成（1990, 
1995, 2000, 2005年度：国勢調査（10/1時点人口）（総務省）、上記以外：総務
省ホームページ（10/1時点人口））
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世界の一人あたりCO2排出量（エネルギー起源）の推移

○世界の一人あたりCO2排出量（エネルギー起源）は2000年辺りまでは増加と減少が繰り返され、2002年までは1990年よ

り低いレベルにあったが、2003年以降は急激に増加している。2008年・2009年に一時的に減少したものの、2011年は前

年比1.6％増、1990年比13.5％増の4.50トンCO2/人となっている。

(1990年比)[前年度比]

<出典>CO2 Emissions from Fuel Combustion （IEA）
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各国の一人当たりCO2排出量（エネルギー起源）の推移

○主要先進国で2012年の一人当たりCO2排出量（エネルギー起源）が最も大きいのはアメリカで17.3tCO2/人となっている。

一方、最も小さいのはフランスで5.1tCO2/人である。日本は9.3tCO2/人で、9カ国中4番目に大きい。

<出典> World Data Bank (The World Bank) 、Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)を基に作成
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各国の一人当たりCO2排出量（エネルギー起源）の推移（1990年=100として）

○主要先進国の一人当たりCO2排出量（エネルギー起源）について、1990年と2012年を比較すると、日本が最も増加が大きく

スペインが続く。それ以外の国は減少しており、イギリスが最も減少が大きくドイツが続く。

<出典> World Data Bank (The World Bank) 、Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)を基に作成
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２．３ エネルギー転換部門
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エネルギー転換部門概況（電気・熱配分前）

<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録

○ 2012年度のエネルギー転換部門のCO2排出量（電気・熱配分前）は5億400万トンであり、そのうち、発電に

伴うCO2排出が9割以上を占める。

○エネルギー転換部門における発電に伴うCO2排出量（電気・熱配分前）は、2012年度は2010年度から3年連

続で増加しており、1990年度比では64.8％増加、前年度比では10.5%増加となっている。

(1990年度比)[前年度比]

エネルギー転換部門 5億400万トン
(+58.5%) [+9.4%]
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(+6.2%) ［+0.8%］

地域熱供給

80万トン
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都市ガス自家消費

360万トン

(+247.1%) ［+34.8%］
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エネルギー転換部門概況（電気・熱配分後）

<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録

○ 2012年度のエネルギー転換部門のCO2排出量（電気・熱配分後）は8,800万トンであり、そのうち、発電に伴

うCO2排出が半分以上を占める。

○エネルギー転換部門における発電に伴うCO2排出量（電気・熱配分後）は、電気・熱配分前同様、2012年度

は2010年度から3年連続で増加しており、1990年度比では63.6％増加、前年度比では6.0%増加となっている。

(1990年度比)[前年度比]

エネルギー転換部門 8,800万トン
(+29.4%) [+0.2%]
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電力消費量・電力消費に伴うCO2排出量（自家発電分除く）の推移
○2012年度の電力消費量（自家発電分を除く購入電力量）は9,550億kWh（※）であり、前年度比1.2％減少、

1990年度比27.2%増加となっている。

○電力の消費に伴うCO2排出量は4億8,800万トンであり、前年度比10.9％増加、1990年度比67.6%増加となっ

ている。電力消費量は減少した一方で、原発の停止による火力発電の増加により、電力消費に伴うCO2
排出量は2年連続で大幅に増加している。

(1990年度比) [前年度比]

※一般用電力（一般電気事業者が供給する電力。外部用電力・自家発電からの買電分も含む）、
外部用電力（卸電気事業者等が供給する電力）、特定用電力（特定電気事業者が供給する電力）の合計量。
自家発電からの直接消費分は含まれないが、自家発電から一般電気事業者に売電されて供給される電力は含まれる。

<出典>温室効果ガス排出・吸収目録、総合エネルギー統計（資源エネルギー庁）
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部門別電力消費量（全電源）の推移

○総電力消費量（全電源）は、2012年度は2011年度に引き続き減少しており、前年度比で1.8%減となっている。

部門別では、業務その他部門以外の部門で前年度から減少しており、特に産業部門が前年度比9.0％減と減少率が

大きくなっている。

<出典> 総合エネルギー統計（資源エネルギー庁） (1990年度比)[前年度比]
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産業部門: 2,515億kWh
(▲25.8%) ［▲9.0%］

家庭部門: 2,873億kWh
(+56.0%) ［▲1.0%］

エネルギー転換部門: 1,015億kWh
(+23.1%) ［▲0.6%］

運輸部門: 182億kWh
(+8.0%) ［▲0.5%］

業務その他部門: 3,589億kWh
(+71.2%) ［+2.7%］

総電力消費量（全電源） 1兆174億kWh
(+22.3%) [▲1.8%]



一般電気事業者の発電電力量の推移

<出典> 2009年度以前：電源開発の概要（経済産業省）、2010年度以降：「電気事業における環境行動計画」（電気事業連合会）
※統計の制約により、2010年度以降、水力は新エネルギーを含む。そのため、新エネルギーでは2009年度値を示している。

注 他社受電分含む。

○2012年度の総発電電力量は9,408億kWhであり、前年度から1.5％減となった。総発電量が減少している一方、火力発電につ

いては、前年度比10.2％増と大幅に増加している。

○1990年度と比べると総発電電力量は27.5%増加している。増加分は主に火力でカバーしており、火力発電の発電量が大

きく伸びている。火力発電量は2008年度・2009年度は原子力発電の設備利用率回復に伴い減少傾向であったが、2011
年度・2012年度は東日本大震災の影響に伴う原子力発電所の停止等の影響により大幅に増加している。

○原子力発電量は、2002年度からの原発長期停止の影響により2003年度は大きく減少した。その後は回復傾向にあったが、2007年
度に地震の影響で一部の原子力発電所が停止したことにより再び減少した。2009年度に増加に転じたが、2011年度以降は東日

本大震災の影響に伴う原子力発電所の長期停止等により大幅に減少しており、2012年度は前年度比84.4%の減少となった。

(1990年度比) [前年度比]

43

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

発
電

電
力

量
（
億

kW
h）

（年度）

合計

9,408億kWh
(+27.5%) ［▲1.5%]

火力

8,307億kWh
(+86.0%) ［+10.2%]

新エネルギー※

105億kWh
(+600.0%) ［+7.1%]
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○原子力、火力、水力発電等すべての電源を考慮したCO2排出原単位（全電源平均、使用端）は、1990年度

から改善傾向にあったが、2002年度・2003年度は原子力発電所の長期停止により増加した。その後は微減

傾向にあったが、2007年度に発生した新潟県中越沖地震による原子力発電所の停止の影響で再び増加した。

○2012年度のCO2排出原単位（全電源平均、使用端）は前年度比12.0％増の0.571kg-CO2/kWhであり、2011年
度に引き続き大幅な増加となっている。これは、東日本大震災の影響により停止した日本各地の原子力発

電所の発電量を補うために、火力発電の発電量が増加したことが原因である。

一般電気事業者が供給する電気の全電源平均のCO2排出原単位の推移

(1990年度比) [前年度比]
<出典> 電気事業連合会ホームページをもとに作成
※他社受電分含む。
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一般電気事業者の発電電力量とCO2排出量の推移

<出典>
【電源種別発電電力量】：電源開発の概要（資源エネルギー庁）、「2012年度の電源別発電電力量構成比」（電気事業連合会）、
「電気事業における環境行動計画」（電気事業連合会）
【二酸化炭素排出量】：「電気事業における地球温暖化対策の取組」、「電気事業における環境行動計画」（電気事業連合会）
※他社受電分含む。

○原子力発電所の運転停止による火力発電量の増大に伴い、2012年度は2011年度に引き続き発電によるCO2排出

量が大幅に増加し、前年度比約1.1倍となった。

○火力発電の内訳：石炭火力による発電電力量は1990年度と比べ約3.6倍と大きく伸びている。減少傾向が増加

傾向に転じた石油等火力は2012年度は最も増加量が多く、前年度比約1.3倍となった。LNG火力は増加傾向を

続け前年度比約1.1倍となっており、火力発電量のほぼ半分を占める。
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一般電気事業者の火力発電所設備利用率の推移

○2010年度の火力全体の設備利用率は42.9％である。原子力発電所の運転停止を受け、2002年度より上昇を続
けていたが、2008年度・2009年度と電力需要の減少により低下し、2010年度は再び増加に転じつつある。

○石炭火力の設備利用率が最も高く、2010年度では74.0％となっている。一方、最も低いのは石油火力で、
2010年度で14.1％となっている。

<出典> 電力需給の概要（経済産業省）
(1990年度比※)[前年度比]

※その他火力は1994年度比
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4747

一般電気事業者の発電種別CO2排出係数の推移

○石炭火力発電は、LNG火力と比べると、同じ発電電力量を得るために約2倍のCO2を排出する。
○2008年度、2009年度と前年度から排出係数が改善したのはLNG火力のみであったが、2010年度においては、

LNG火力に加え、石油火力についても前年度から排出係数が改善している。1990年度からの改善率が最も
高いのはLNG火力となっている。

<出典> 電力需給の概要（経済産業省）をもとに作成
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一般電気事業者の発電種別熱効率の推移

○石炭火力発電の熱効率は、1990年代後半以降はほぼ横ばいとなっている。
○ 2008年度、2009年度と前年度から熱効率が改善したのはLNG火力のみであったが、2010年度においては、

LNG火力に加え、石油火力についても前年度から熱効率が改善している。1990年度からの改善率が最も高
いのはLNG火力となっている。

<出典> 電力需給の概要（経済産業省）をもとに作成
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送配電損失（全電源）の推移

○発電所における送配電損失（全電源）は、1990年度以降増加傾向であったが、2008年度をピークにやや減
少傾向に転じている。

○ 2012年度の送配電損失は約443億kWhと、前年度比約7.5%の減少となっている。

<出典> 総合エネルギー統計（資源エネルギー庁） (1990年度比)[前年度比]
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原子力発電所設備利用率の推移

○2002年度からの長期停止の影響を受け、原子力発電所の設備利用率は2003年度にかけて大きく減少したも

のの、2005年度にかけて徐々に回復した。

○2007年に発生した新潟県中越沖地震による原子力発電所の停止の影響で原子力発電所の設備利用率は再び減少

したものの、2009年度・2010年度は連続で増加した。しかし、2011年度以降は東日本大震災の影響に伴う原子

力発電所の長期停止等により大きく落ち込んでおり、2012年度の原子力発電所の設備利用率は3.9％となった。

<出典> 電力需給の概要（経済産業省）、電気事業連合会ホームページ

2002年8月の電気事業者の不正に
起因する点検等のため、定期点検
前倒し及び定期点検期間延長

2007年7月の中越沖地震によ
る柏崎刈羽原発の運転停止
等により、60.0%まで低下

東日本大震災後の原発の運転停止

※一般電気事業者及び日本原電の合計
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各国の原子力発電所の設備利用率の推移

カ国の中では日本が最も低く、

○2012年の各国の原子力発電所の設備利用率は、日本4.4％、アメリカ86.1％、フランス73.5%、ドイツ88.8%、

イギリス77.3%、カナダ78.4%、韓国81.6%、ロシア80.8%となっており、この8カ国の中では日本が最も低く、

次にフランスが続いている。アメリカ、韓国の設備利用率は、2000年以降、90%前後と高い値で推移して

きており、2012年はやや落ち込んだものの、80%以上を維持している。

<出典>原子力施設運転管理年報平成25年版（原子力安全基盤機構）
注1.設備利用率はすべて暦年値。日本の数値は、事業者からのデータを原子力安全基盤機構が集計･編集。

年度値である前ページのグラフの数字とは一致しない。
注2. 日本以外の数値は、IAEA-PRIS(Power Reactor Information System) のデータ（2013年8月30日時点）を使用して原子力安全基盤機構が作成。
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水力発電所の発電電力量と出水率の推移（9電力計）

○河川の水量を示す指標である出水率は、2012年度は前年度から11.0%減少している。水力発電所の発電電力
量（9電力計）についても、570億kWhと前年度から9.2%減少している。

(1990年度比)[前年度比]

<出典> 電力需給の概要（経済産業省）、電気事業連合会ホームページ

※1 これまでの平均水量と比べた当該年の水量の割合。ここでは９電力の値。
※2 ９電力の発電端計（他社受電を除く）。
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○太陽光発電の導入量は、2009年度に余剰電力買取制度が開始されたこともあり、それ以降は住宅用を中心

に増加。

○2012年の7月から開始された固定価格買取制度により、再生可能エネルギーの導入量は急増している。

再生可能エネルギー導入量の推移

<出典> 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第3回会合資
料1「再生可能エネルギーを巡る情勢について」（資源エネル
ギー庁）、日本における風力発電設備・導入実績（（独）新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO））をもとに作成

①2012年度までの太陽光発電・風力発電の累積導入量 ②固定価格買取制度開始※1後の再生
可能エネルギーの累積認定設備容量※2

※2 「認定設備容量」は経済産業大臣の認定を受けた設備容量であり、
運転開始した設備容量ではない。①の導入量とは定義が異なることに注
意が必要。

※1 2012年7月1日にスタート

③2012年4月以降に運転
開始した累積導入出力
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○汽力発電におけるバイオマス消費量（電気事業者計）は、2005年度以降200万トン前後でほぼ横ばいで推移している。

○2012年度の消費量は約198万トンとなっており、うち8割以上を特定規模電気事業者が占める。

汽力発電におけるバイオマス消費量の推移（電気事業者計）

<出典> 電力調査統計（経済産業省）

※特定規模電気事業者は2005年度から調査対象に加わっている。
また、みなし卸電気事業者が2010年度から調査対象外となっている。
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各国のエネルギー転換部門（電熱配分前）のCO2排出量の推移（1990年=100として）

○主要先進国のエネルギー転換部門（電熱配分前）のCO2排出量について、1990年からの増加が最も大きいのは日本で、

スペインが続く。一方、1990年からの減少が最も大きいのはロシアで、イギリスが続く。

<出典> Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)
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5656<出典> World Data Bank (The World Bank) 、Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)を基に作成

※GDPは2005年USドルで換算した実質GDPを使用。

各国のエネルギー転換部門（電熱配分前）のGDP※当たりCO2排出量の推移
（1990年=100として）

○主要先進国のエネルギー転換部門（電熱配分前） のGDP当たりCO2排出量（エネルギー起源）について、1990年と2012
年を比較すると日本を除くすべての国で減少しており、減少が最も大きいのはイギリスで、フランスが続く。
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各国のエネルギー転換部門（電熱配分前）の一人当たりCO2排出量の推移
（1990年=100として）

○主要先進国のエネルギー転換部門（電熱配分前）の一人当たりCO2排出量について、1990年と2012年を比較すると、日本

を除くすべての国で減少しており、減少が最も大きいのはイギリスで、フランスが続く。

<出典> World Data Bank (The World Bank) 、Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC)を基に作成
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フランス 61gCO2/kWh

カナダ 167gCO2/kWh

スペイン 291gCO2/kWh

イタリア 402gCO2/kWh

日本 497gCO2/kWh

ドイツ 477gCO2/kWh

イギリス 441gCO2/kWh

アメリカ 503gCO2/kWh

ロシア 437gCO2/kWh
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各国の電力のCO2排出原単位（全電源）の推移

○主要先進国で2011年の電力のCO2排出原単位（全電源）が最も大きいのはアメリカで503gCO2/kWhとなっており、日本

が497gCO2/kWhで続く。一方、最も小さいのはフランスの61gCO2/kWhで、カナダが167gCO2/kWhで続く。

<出典> CO2 Emissions from Fuel Combustion (IEA)
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各国の電力のCO2排出原単位（全電源）の推移（1990年=100として）

○主要先進国の電力のCO2排出原単位（全電源）について、1990年と2011年を比較すると、日本とロシア以外の国では減

少しており、減少が最も大きいのはフランスで、イギリスが続く。一方、日本は2010年は減少していたものが、2011年には

大きく増加に転じている。

<出典> CO2 Emissions from Fuel Combustion (IEA)
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ロシア 999gCO2/kWh

アメリカ 909gCO2/kWh
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フランス 919gCO2/kWh

イタリア 954gCO2/kWh

イギリス 922gCO2/kWh

日本 920gCO2/kWh
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各国の電力のCO2排出原単位（石炭）の推移

○主要先進国で2011年の電力のCO2排出原単位（石炭）が最も大きいのはロシアで999gCO2/kWhとなっておりスペインが

961gCO2/kWhで続く。一方、最も小さいのはドイツの905gCO2/kWhで、アメリカが909gCO2/kWhで続く。日本は

920gCO2/kWhで9カ国中5番目に小さい。

<出典> CO2 Emissions from Fuel Combustion (IEA)



60

70

80

90

100

110

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

CO
2排

出
原

単
位

（
19

90
年

=1
00

）

（年）

イギリス 101

アメリカ 100
スペイン 103

ドイツ 97

カナダ 96

フランス 87日本 84

ロシア 90

イタリア 99

6161

各国の電力のCO2排出原単位（石炭）の推移（1990年=100として）

○主要先進国のうち、電力のCO2排出原単位（石炭）が1990年から増加しているのは2カ国で、スペインが最も増加が大き

い。一方、減少が最も大きいのは日本である。

<出典> CO2 Emissions from Fuel Combustion (IEA)
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ロシア 800gCO2/kWh

イタリア 781gCO2/kWh
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各国の電力のCO2排出原単位（石油）の推移

○主要先進国で2011年の電力のCO2排出原単位（石油）が最も大きいのはカナダで978gCO2/kWhとなっており、フランス

が813gCO2/kWhで続く。一方、最も小さいのは日本の597gCO2/kWhで、ドイツが604gCO2/kWhで続く。

<出典> CO2 Emissions from Fuel Combustion (IEA)
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各国の電力のCO2排出原単位（石油）の推移（1990年=100として）

○主要先進国のうち、 2011年の電力のCO2排出原単位（石油）が1990年から増加しているのは6カ国で、カナダが最も増加

が大きい。一方、減少が最も大きいのはドイツである。日本は1990年から減少しており、9カ国中3番目に減少率が大きい。

<出典> CO2 Emissions from Fuel Combustion (IEA)
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日本 437gCO2/kWh
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各国の電力のCO2排出原単位（天然ガス）の推移

○主要先進国で2011年の電力のCO2排出原単位（天然ガス）が最も大きいのはロシアで524gCO2/kWhとなっており、カナ

ダが479gCO2/kWhで続く。一方、最も小さいのはドイツの341gCO2/kWhで、スペインが351gCO2/kWhで続く。日本は

437gCO2/kWhで、9カ国中4番目に大きい。

<出典> CO2 Emissions from Fuel Combustion (IEA)



6565

各国の電力のCO2排出原単位（天然ガス）の推移（1990年=100として）

○主要先進国のうち、2011年の電力のCO2排出原単位（天然ガス）が1990年から増加しているのは3カ国で、ロシアが最も

増加が大きい。一方、減少が最も大きいのはイギリスである。日本は1990年から減少しており、9カ国中6番目に減少率が

大きい。

<出典> CO2 Emissions from Fuel Combustion (IEA)
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アメリカ 5,587PJ

カナダ 1,892PJ

ドイツ 1,375PJ

イギリス 367PJ

イタリア 879PJ

中国 12,277PJ

スペイン 623PJ

フランス 827PJ

ロシア 742PJ

日本 790PJ

6666

各国の再生可能エネルギーの一次エネルギー供給量の推移

○主要先進国（2012年値が公表されていないロシアを除く）の2012年における再生可能エネルギーの一次エネルギー供

給量は、アメリカが5,587PJで最も多く、カナダが1,892PJ、ドイツが1,375PJで続いている。一方、最も少ないのはイギリスの

367PJとなっている。日本は790PJで、8カ国中3番目に少ない。

<出典>Energy Balances of OECD Countries、Energy Balances of non-OECD Countries （共にIEA）

※中国のみ右軸。

※中国は参考として掲載。
※※ロシアと中国は2011年値まで。
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各国の再生可能エネルギーの一次エネルギー供給量の推移（1990年=100として）

○主要先進国 （2012年値が公表されていないロシアを除く） の再生可能エネルギーの一次エネルギー供給量について、

1990年からの増加が最も大きいのはイギリスで、ドイツ、イタリアが続く。日本は1990年から増加しているが、ロシア以外の

8カ国では最も増加率が小さい。

<出典>Energy Balances of OECD Countries、Energy Balances of non-OECD Countries （共にIEA）
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※中国は参考として掲載。
※※ロシアと中国は2011年値まで。
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中国 803TWh

アメリカ 519TWh

カナダ 403TWh
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スペイン 87TWh

イタリア 90TWh

フランス 81TWh

イギリス 41TWh

6868

○主要先進国（2012年値が公表されていないロシアを除く）の2012年における再生可能エネルギーによる発電量は、アメリ

カが519TWhで最も多く、カナダが403TWh、ドイツが137TWhで続いている。一方、最も少ないのはイギリスの41TWhと

なっている。日本は121TWhで、ロシアを除く8カ国中4番目に多い。

<出典>Energy Balances of OECD Countries、Energy Balances of non-OECD Countries （共にIEA）

各国の再生可能エネルギーによる発電量の推移

※中国は参考として掲載。
※※ロシアと中国は2011年値まで。
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○主要先進国 （2012年値が公表されていないロシアを除く） の2012年における再生可能エネルギーによる発電量につい

て、1990年からの増加が最も大きいのはドイツで、イギリス、スペインが続く。一方、ロシアを除く8カ国で増加が最も小さ

いのは日本である。

<出典>Energy Balances of OECD Countries、Energy Balances of non-OECD Countries （共にIEA）

各国の再生可能エネルギーによる発電量の推移（1990年=100として）
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※中国は参考として掲載。
※※ロシアと中国は2011年値まで。
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○主要先進国（2012年値が公表されていないロシアを除く） の2012年における発電量に占める再生可能エネルギーの割

合は、カナダが62.4%で最も大きく、イタリアが30.5%、スペインが29.5%で続いている。一方、最も小さいのはイギリスの

11.4%となっている。日本は11.8%で、8カ国中2番目に小さい。

○1990年から割合が増加しているのは7カ国で、増加が最も大きいイギリスは1990年比524.5％増となっている。次いで、ド

イツが同542.3％増、イタリアが同86.1%増となっている。一方、ロシアを除くと日本のみ1990年からの割合が減少しており、

1990年比2.2％減となっている。

<出典>Energy Balances of OECD Countries、Energy Balances of non-OECD Countries （共にIEA）

各国の発電量に占める再生可能エネルギーの割合の推移
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イタリア 30.5% スペイン 29.5%

カナダ 62.4%

ドイツ 22.4%

中国 16.9%

ロシア 15.8%

日本 11.8%

イギリス 11.4%
アメリカ 12.1%

フランス 14.6%

※中国は参考として掲載。
※※ロシアと中国は2011年値まで。



0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

導
入

設
備

容
量

（
M

W
）

（年）

中国 75,372MW

アメリカ 60,208MW
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スペイン 22,362MW

イギリス 8,871MW

イタリア 7,998MW

フランス 7,593MW

カナダ 6,214MW

日本 2,673MW

7171

○主要先進国8カ国の2012年時点の風力発電の導入設備容量は、アメリカが60,208MWで最も大きく、ドイツが31,315MW、

スペインが22,362MWで続いている。一方、最も小さいのは日本で、2,673MWとなっている。

○2011年から2012年にかけての増加が最も大きいのはイギリスで、アメリカ、イタリアが続く。一方、2011年からの増加が最

も小さいのは日本で、スペインが続く。

<出典>Statistical Review of World Energy 2013（BP）

各国の風力発電の導入設備容量の推移

※中国は参考として掲載。
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ドイツ 32,643MW

イタリア 16,241MW

スペイン 4,537MW

カナダ 827MW
イギリス 1,655MW

フランス 3,692MW

中国 8,300MW

アメリカ 7,312MW

日本 6,914MW

7272

○主要先進国8カ国の、2012年時点の太陽光発電の導入設備容量は、ドイツが32,643MWで最も大きく、イタリアが

16,241MW、アメリカが7,312MW、日本が6,914MWで続いている。一方、最も小さいのはカナダで、827MWとなっている。

○2011年から2012年にかけての増加が最も大きいのはアメリカで、イギリス、カナダ、日本が続く。一方、2011年からの増加

が最も小さいのはスペインである。

各国の太陽光発電の導入設備容量の推移

※中国は参考として掲載。

<出典>Statistical Review of World Energy 2013（BP）
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日本 502MW

ロシア 82MW

中国 24MW

ドイツ 12MW

フランス 16MW

7373

○主要先進国6カ国の、2012年時の地熱発電の導入設備容量は、アメリカが3,386MWで最も大きく、イタリアが863MW、日

本が502MWで続いている。一方、最も小さいのはドイツで、12MWとなっている。

○2000年以降はアメリカが設備容量を伸ばしているが、他の国はほぼ横ばいで推移している。日本は2000年代前半から

やや設備容量が減少している。

各国の地熱発電の導入設備容量の推移

※1991～1994年、1996～1999年はデータなし

※中国は参考として掲載。

<出典>Statistical Review of World Energy 2013（BP）


